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・道路（町道）、放流同意、屋外広告物
→ 施設保全係（道路の基準法上の種別判断は栃木土木）

・水道、下水道、雨水排水
→ 上下水道課（500㎡以上の開発不要は業務係で雨水抑制）

・埋蔵文化財
→ 生涯学習係

・公害、浄化槽、ゴミ置場、盛土規制法、再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ
→ 環境リサイクル係

・消防施設、防犯灯、ハザードマップ、駅前駐輪場
→ 消防防災交通係

・工場立地法
→ 商工観光係

・農地転用
→ 農業委員会事務局

・森林法、農振除外
→ 農業振興係

・土地改良
→ 土地改良係

・土地利用、国土法、公拡法
→ 未来創造係

Yes

End

各係
案内

・都市計画図で用途地域・建ぺい率・容積率を説明
・建物用途制限、日影、斜線等は県基準（別紙提供）
・全町防火・準防火指定なし（建築基準法22条区域）
・角地緩和は栃木土木建築指導窓口案内
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No

No

No
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県景観条例大規
模行為届出説明

都市開発係 窓口ヒアリングフロー（R5～作成）

・住宅地図や地番集成図、町や国HPのGISで場所特定

緩和概要説明

・R3.4月~栃木県都市政策課開発指導担当
・問合せは県庁位置図や開発相談簿参照（別紙提供）

・野渡地区、佐川野地区の一部で区域指定あり
・各区域のフラットファイル参照（別紙提供）

・12地区あり（工業系3、住居系9）
・着工の30日前までに届出が必要
・各パンフレット、運用基準参照（別紙提供）

・都市計画法第53条手続き要否図で必要な都計道確認
（国道4号、県道347以外全て、町道野木工業団地線）
・後退幅は預かり、現地等調査の上、回答

都市計画法第32条協議が必要な場合等

・開発事業案内を説明（別紙提供）

・一定基準を超える高さや面積の建築物、工作物、
開発行為で届出が必要
・パンフレット参照（別紙提供）

・最低敷地面積について基準施行日H5.7.1以前か
ら基準未満の場合は適用除外
・制限一覧、開発事業案内を説明（別紙提供）

・開発事業案内「開発事業に関する関係課」参照


